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神
奈
川
ネ
ッ
ト
（
加
藤

　陽
子
　議
員
）

母
子
等
福
祉
手
当
支
給
制
度
廃
止
に
あ
た
り
、

よ
り
有
効
な
支
援
策
を
！

　

１
９
６
５
年
に
開
始
し
た
本
市

独
自
の
母
子
等
福
祉
手
当
支
給
制

度
を
廃
止
す
る
に
あ
た
り
、
実
施

し
た
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
に
意

見
が
寄
せ
ら
れ
な
か
っ
た
と
の
こ

と
で
す
が
、
１
千
人
と
い
う
制
度

利
用
者
へ
意
見
を
聴
取
し
た
の
か

伺
い
ま
す
。

　

ま
た
、
現
在
の
支
給
総
額
１
５

５
０
万
円
を
今
後
ど
の
よ
う
に
活

用
し
て
い
く
の
か
、
制
度
利
用
者

へ
の
有
効
な
支
援
と
し
て
い
く
の

か
、
あ
わ
せ
て
伺
い
ま
す
。

　

福
祉
部
長　

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
に
つ
い
て
は
、
理
由
を
付
し

た
廃
止
案
を
広
報
紙
や
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
へ
掲
載
し
、
出
張
所
や
コ
ミ

セ
ン
な
ど
で
の
閲
覧
を
実
施
し
、

広
く
市
民
に
公
表
し
意
見
の
公
募

を
行
っ
た
の
で
、
各
受
給
者
へ
の

聞
き
取
り
は
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

現
支
給
総
額
に
つ
い
て
は
、
母

子
家
庭
等
の
自
立
を
支
援
す
る
観

点
か
ら
、
就
職
に
必
要
な
教
育
訓

練
講
座
を
受
講
す
る
場
合
に
、
受

講
料
を
補
助
す
る
母
子
家
庭
等
教

育
訓
練
給
付
金
事
業
の
補
助
率
を

20
％
か
ら
40
％
に
、
上
限
を
10
万

か
ら
20
万
円
に
引
き
上
げ
る
こ
と
、

ま
た
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事

業
に
お
い
て
、
現
在
母
子
・
父
子

家
庭
で
障
が
い
の
あ
る
児
童
の
利

用
料
を
半
額
と
し
て
い
ま
す
が
、

児
童
の
障
が
い
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
半
額
に
す
る
こ
と
を
検
討
し

て
い
ま
す
。

議案
番号

件　　　　　名 議決結果
各会派等の賛否

共

産

ネ
ッ
ト

公

明

い
さ
ま

大

志

無

会
67 平成25年度座間市一般会計補正予算（第４号） 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

68 平成25年度座間市国民健康保険事業特別会計
補正予算（第２号） 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

69 平成25年度座間市公共下水道事業特別会計補
正予算（第１号） 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

70 平成25年度座間市介護保険事業特別会計補正
予算（第１号） 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

71 平成25年度座間市後期高齢者医療保険事業特
別会計補正予算（第１号） 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

72 平成25年度座間市水道事業会計補正予算（第
１号） 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

73 座間市附属機関の設置に関する条例の一部を改
正する条例 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○

74 座間市災害見舞金支給条例の一部を改正する条
例 原案可決 △ ○ ○ ○ ○ ○

75 座間市市営住宅条例の一部を改正する条例 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
76 座間市母子等福祉手当支給条例を廃止する条例 原案可決 ● ○ ○ ○ ○ ●
77 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
78 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
79 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
80 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
81 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
82 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○
83 道路の路線の認定について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○

84 座間市立市民文化会館の指定管理者の指定につ
いて 原案可決 ○ ●1

△1 ○ ○ ○ ●

85 座間市立市民体育館の指定管理者の指定につい
て 原案可決 ○ ●1

△1 ○ ○ ○ ●

議提
33

米軍ヘリＭＨ－６０Ｓ着陸失敗の早期原因解明
と情報提供を求める決議について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○

議提
34

中国による防空識別圏の設定の即時撤回を求め
る決議について 原案可決 ○ ● ○ ○ ○ ●

議提
35

集団的自衛権行使を容認する解釈改憲を行わな
いことを求める意見書の提出について 原案可決 ○ ○ ○ ● ○1

△3 ○

議案
番号

件　　　　　名 議決結果
各会派等の賛否

共

産

ネ
ッ
ト

公

明

い
さ
ま

大

志

無

会
議提
36

福島第一原発の放射能汚染水対策を抜本的に強
化することを求める意見書の提出について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○

議提
37

「ブラック企業」根絶へ実効ある施策を求める
意見書の提出について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○

議提
38

特定秘密保護法の施行中止と撤廃を求める意見
書の提出について 否決 ○ ○ ● ● ○2

△2 ○

議提
39

子宮頸がんワクチンについての意見書の提出に
ついて 原案可決 ○ ○ △ ○ ○2

△2 ○

議提
40

過疎対策の積極的推進を求める意見書の提出に
ついて 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ●

議提
41

介護保険制度における新たな地域支援事業の導
入に係る意見書の提出について 原案可決 ● ● ○ ○ ○ ●

議提
42

企業減税等から確実な賃金引上げを求める意見
書の提出について 原案可決 ● ○ ○ ○ ○ ●

議提
43

公共工事の入札不調を解消する環境整備を求め
る意見書の提出について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ●

議提
44

衆議院、参議院の定数配分に関する意見書の提
出について 原案可決 ○ ○ △ ● ○ ○

議提
45

非嫡出子について、戸籍法の一部改正を求める
意見書の提出について 原案可決 ○ ○ ○ ● ○3

△1 ○

議提
46

新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書の
提出について 原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ●

請願
２

新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書の
提出についての請願 採択 ○ ○ ○ ○ ○ ●

陳情
12 違法な臓器生体移植を禁じることを求める陳情 不採択 △ ● ● ● ● ●

陳情
18 地球社会建設決議に関する陳情 不採択 ● ● ● ● ● ●

陳情
19

神奈川県公安委員会の所轄並びに同委員等の任
命がより適正に執行されることを促す意見書を
神奈川県知事に提出することを求める陳情

不採択 △ △ ● ● ● △

陳情
20

子ども・子育て支援新制度導入に当たって子ど
もの権利保障を最優先にし、座間市が十分な議
論を行うことを求める陳情

不採択 ○ ● ● ● ● ○

陳情
21

子どもの権利を最優先にし、地方自治体の実情
を踏まえた上で保育制度の拡充を図ることを国
に求める陳情

不採択 ○ ● ● ● ● ○

12 月 定 例 会 の 審 議 結 果 ○賛成●反対△退席

※会派等とは、共産（日本共産党座間市議団）、ネット（神奈川ネットワーク運動・ざま）、公明（公明党）、いさま（新政いさま）、大志（ざま大志会）、無会（会派に所属しない議員）のことです。

ざ
ま
大
志
会
（
伊
藤

　優
太
　議
員
）

低
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
を

　

公
害
対
策
費
の
電
気
自
動
車
購

入
等
助
成
事
業
費
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
向

け
た
取
り
組
み
で
あ
り
、
ま
た
、

多
く
の
市
民
が
助
成
を
利
用
し
、

電
気
自
動
車
を
生
活
に
取
り
入
れ

て
い
た
だ
い
て
お
り
、
こ
の
事
業

を
評
価
し
ま
す
。

　

電
気
自
動
車
の
よ
う
な
新
し
い

モ
ビ
リ
テ
ィ
ー
を
よ
り
普
及
さ
せ

て
い
く
に
は
、
そ
の
普
及
に
合
わ

せ
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
、
充
電
ス
タ

ン
ド
を
ふ
や
し
て
い
く
こ
と
が
欠

か
せ
ま
せ
ん
。本
市
に
お
い
て
も
、

電
気
自
動
車
急
速
充
電
器
や
住
宅

用
給
電
シ
ス
テ
ム
設
置
等
に
対
す

る
イ
ン
フ
ラ
整
備
補
助
金
が
あ
り

ま
す
。
こ
の
補
助
金
が
、
ど
の
程

度
市
民
に
活
用
い
た
だ
い
て
い
る

の
か
、
現
状
を
お
伺
い
し
ま
す
。

　

ま
た
、
電
気
自
動
車
普
及
に
向

け
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
考
え
方
に

つ
い
て
も
お
示
し
く
だ
さ
い
。

　

環
境
経
済
部
長　

住
宅
用
給
電

シ
ス
テ
ム
補
助
に
つ
い
て
、
今
年

度
は
11
月
現
在
で
２
件
、
10
万
円

の
申
請
が
あ
り
ま
し
た
。

　

電
気
自
動
車
の
普
及
に
は
イ
ン

フ
ラ
整
備
が
不
可
欠
と
認
識
し
て

い
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
Ｐ
Ｒ
、
情
報
提
供

に
努
め
、
今
後
も
さ
ま
ざ
ま
な
社

会
情
勢
や
財
源
を
に
ら
み
な
が
ら
、

低
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
、
積

極
的
な
事
業
展
開
を
図
っ
て
ま
い

り
た
い
と
思
い
ま
す
。

新
政
い
さ
ま
（
芥
川

　薫
　議
員
）

職
員
給
与
削
減
分
を小

中
学
校
の
外
壁
等
修
繕
へ

　

10
月
１
日
施
行
の
条
例
改
正
に

伴
う
職
員
給
与
削
減
分
並
び
に
本

年
４
月
か
ら
９
月
分
の
課
長
以
上

の
管
理
職
手
当
と
常
勤
特
別
職
給

与
削
減
分
を
合
わ
せ
た
１
億
５
７

０
０
万
円
余
に
つ
い
て
、
平
成
26

年
度
以
降
の
防
災
・
減
災
事
業
、

地
域
活
性
化
等
の
緊
急
課
題
事
業

へ
充
当
す
る
と
の
こ
と
で
す
。

　

職
員
の
皆
様
は
、
給
与
削
減
を

い
ろ
い
ろ
な
思
い
で
受
け
止
め
て

い
る
と
思
い
ま
す
。
こ
の
財
源
を

具
体
的
に
ど
の
よ
う
に
区
分
け
さ

れ
、
ど
の
事
業
に
充
て
ら
れ
る
の

か
お
示
し
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
防
災
・
減
災
事
業
の
市

内
小
中
学
校
外
壁
等
の
修
繕
費
に

充
て
る
べ
き
と
考
え
ま
す
が
、
そ

の
見
解
を
伺
い
ま
す
。

　

市
長　

給
与
削
減
分
は
職
員
の

汗
と
涙
の
結
晶
だ
と
思
っ
て
い
ま

す
。
あ
く
ま
で
も
３
月
ま
で
の
給

与
削
減
で
す
の
で
口
座
を
分
け
て

管
理
し
て
い
き
ま
す
。

　

国
に
お
い
て
も
国
家
公
務
員
の

給
与
削
減
分
を
復
興
財
源
に
充
て

る
わ
け
で
、
本
市
に
お
い
て
も
将

来
に
向
け
て
、
思
い
を
形
に
残
し

て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

国
か
ら
の
補
助
を
受
け
づ
ら
く

市
単
独
で
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
学
校
の
外
壁
等
非
構
造
物
の

修
繕
費
に
充
て
る
こ
と
は
、
十
分

意
味
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
新
年

度
予
算
編
成
の
中
で
位
置
づ
け
し

て
ま
い
り
た
い
と
思
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
（
守
谷

　浩
一
　議
員
）

母
子
等
福
祉
手
当
支
給
制
度
の
廃
止
を
問
う

　

座
間
市
母
子
等
福
祉
手
当
支
給

条
例
を
廃
止
す
る
条
例
に
つ
い
て

伺
い
ま
す
。
本
制
度
は
座
間
市
独

自
の
も
の
で
す
が
、
平
成
24
年
度

決
算
額
を
見
る
と
母
子
等
福
祉
手

当
支
給
事
業
費
の
扶
助
費
は
１
５

５
０
万
７
千
円
で
す
。
当
局
は
本

制
度
廃
止
の
か
わ
り
に
母
子
・
父

子
家
庭
支
援
と
し
て
、
就
職
に
必

要
な
教
育
訓
練
講
座
の
補
助
率
を

20
％
か
ら
40
％
に
、
限
度
額
を
10

万
円
か
ら
20
万
円
に
上
げ
る
こ
と

と
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業

の
利
用
料
を
子
ど
も
の
障
が
い
の

有
無
に
か
か
わ
ら
ず
半
額
に
す
る

と
の
こ
と
で
し
た
。

　

平
成
22
年
度
の
行
政
評
価
で
は
、

本
制
度
の
評
価
点
数
は
全
体
的
に

他
の
事
業
と
変
わ
ら
な
い
か
、
他

よ
り
高
い
結
果
で
し
た
。
第
四
次

座
間
市
総
合
計
画
の
平
成
26
年
度

ま
で
の
実
施
計
画
で
は
、
本
事
業

が
平
成
26
年
度
で
も
１
７
２
８
万

９
千
円
の
事
業
費
で
本
制
度
が
継

続
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

一
方
、
平
成
28
年
度
ま
で
の
実
施

計
画
で
は
、
本
制
度
廃
止
を
念
頭

に
置
い
た
記
載
に
変
わ
り
ま
し
た
。

い
つ
か
ら
事
業
を
廃
止
す
る
と
い

う
議
論
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
の
か

伺
い
ま
す
。

　

福
祉
部
長　

平
成
22
年
度
の
事

業
施
策
評
価
に
よ
り
事
業
の
見
直

し
を
検
討
し
、
平
成
24
年
度
の
実

施
計
画
の
見
直
し
に
お
い
て
廃
止

を
計
画
に
入
れ
ま
し
た
。


